
 

IFRS Global office
2010 年 10 月

 

 

 

 

 

提案の概要 

2010 年 10 月 7 日、国際会計基準審議会（IASB）は、金融資産の譲渡を含む

取引に関する開示要求を拡大する、「開示－金融資産の譲渡（IFRS 第 7 号

「金融商品－開示」の改訂）」を公表した。これらの改訂は、金融資産を譲渡し

たものの、譲渡人が当該資産に対し一定レベルの継続的なエクスポージャー

（以下、「継続的関与」という）を留保する取引のリスク・エクスポージャーつい

て、透明性を高めることを意図している。また改訂は、金融資産の複数の譲渡

が報告期間にわたって均等に分布していない場合（例えば、複数の譲渡が報

告期間末日付近に発生している場合）についても、開示を要求している。これ

は、粉飾決算を動機としているような取引について透明性を生みだすことを意

図している。 
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要点 

 本改訂は、金融資産の譲渡を含む取引の開示要求を拡大するものであ

る。IAS 第 39 号「金融商品－認識および測定」の認識の中止のガイダン

スは変更されない。 
 

 IFRS 第 7 号「金融商品－開示」の改訂は、資産を譲渡したものの認識

を中止しない場合の IFRS 第 7 号の既存の開示の強化を要求するととも

に、企業が認識を中止したものの売却後の資産に継続的なエクスポー

ジャーを引続き有する資産について新たな開示を導入している。 
 

 本改訂は、2011 年 7 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。 
 

 本改訂の最初の適用日前の比較期間については、開示は要求されな

い。 
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認識の中止プロジェクトは、最近の金融危機に対応し、2008 年 7 月に IASB と

米国財務会計基準審議会（FASB）のアジェンダに追加された。これを受け、

IASB は ED/2009/3「認識の中止」（ED）を 2009 年 3 月に公表した。ED は、

いずれも譲渡資産の支配を基礎とする「新たな認識中止モデル」および「代替

的モデル」を提案したが、関係者からあまりよい評価を得られなかった。そのた

め、両審議会は 2010 年 6 月、共同作業計画の優先順位の見直しの一環とし

て、「新たな認識中止モデル」の開発を遅らせ、代わりに、認識中止の開示に

焦点を絞ることで合意した。その結果、IASB は、米国会計基準で現在要求さ

れる開示に類似している、公開草案での開示案を含む IFRS 第 7 号の改訂を

公表した。 

 

金融資産の譲渡 

金融資産の譲渡に関する開示は、企業の財務諸表上の単独の注記として表

示しなければならない。この開示は、譲渡人が譲渡資産に継続的関与を留保

する場合、資産の認識を中止した否かにかかわらず、すべての譲渡された金

融資産について要求される。開示は資産が譲渡された期間、および将来の期

間（譲渡人が資産に対し継続的関与を留保する限り）に適用される。 

 

本改訂は、企業が以下のいずれかに該当する場合、当該開示要求が金融資

産の全部または一部の譲渡に適用されることを明確にしている。 

 

 「金融資産からのキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を譲渡する場

合 

 当該金融資産からのキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を留保す

るものの、契約上他の受取人にキャッシュ・フローを支払う契約上の義務

を引受ける場合 

 

企業は、 「金融資産に内在する契約上の権利または義務を留保している、ま

たは譲渡された金融資産に関連する新たな契約上の権利または義務を入手し

ている」場合、譲渡された金融資産に継続的関与を有している。不正な譲渡に

関連する通常範囲の表明（representation）および保証（warranties）、ならび

に契約価格（または行使価格）が譲渡された資産の公正価値である譲渡され

た資産を再取得することを要求する先渡し、オプション、およびその他の契約

は、継続的関与を構成しない。 
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見解 

本改訂によって要求される開示要求は、現在の要求に比べ大幅に拡大され

ている。さらに本改訂は、IAS 第 39 号において現在適用されているより拡大

した「開示目的における譲渡および継続的関与の定義」を導入している。上

述の譲渡の定義は、開示目的上、譲渡とみなすための IAS 第 39 号の「パ

ス・スルー」テストのクリアを企業に要求していない。同様に、IFRS 第 7 号の

改訂は「継続的関与」の用語を使用しているが、「継続的関与」は IAS 第 39
号が、すべて認識を中止していない特定の資産について継続的関与の会計

処理を要求する場合に限定されない。開示目的での「継続的関与」の意味

は、譲渡後譲渡人が譲渡された資産に一定のエクスポージャーを留保する

譲渡を捕捉するよう、広範なものとなっている。 

 

資産全体は認識を中止していない金融資産の譲渡 

認識の中止に適格でない金融資産の譲渡について、企業は、資産全体につい

て認識を中止していない譲渡された金融資産と関連する負債との関係を、利

用者が理解できるようにするための情報を開示する。 

（IFRS 第 7 号に準拠し決定される）金融資産のクラスごとに、企業は以下の開

示が要求される。 

（a）当該資産の性質 

（b）企業が晒されている、所有のリスクと経済価値の性質 

（c）当該資産と関連する負債の関係の性質の説明（企業による当該譲渡資

産の利用に関する、譲渡によって生じる制限を含む） 

（d）関連する負債の相手方（counterparty）が、譲渡資産に対してのみリコー

スを有する場合には、当該譲渡資産の公正価値、関連する負債の公正価値、

およびネットポジションを示す表 

（e）企業が譲渡資産のすべてを認識し続けている場合には、当該譲渡資産

および関連する負債の帳簿価額 

（f）企業が継続的関与の範囲において資産を認識し続けている場合には、

譲渡前の当初資産の帳簿価額合計、企業が認識し続けている資産の帳簿価

額、および関連する負債の帳簿価額 

 



4 
 

見解 

上述の開示は、改訂前の IFRS 第 7 号の要求におおむね類似している。現

行基準書への主な追加開示は、上記（c）および（d）に記述された開示であ

る。 

 

資産全体の認識を中止した金融資産の譲渡 

全体の認識を中止したものの継続的関与を有する金融資産の譲渡について、

企業は、利用者が、認識を中止した金融資産への継続的関与に関連するリス

クの性質を評価できるようにするための情報を開示する。継続的関与の評価

は、報告企業レベルで行われる。上述のように、「継続的関与」は、IAS 第 39
号が継続的関与の会計処理を要求する場合に限定されず、譲渡契約、または

譲渡に関連し締結された譲受人（または第三者）との別個の契約の契約条項

から生じることがある。 

企業は、継続的関与のクラスごとに（リスクに対するエクスポージャーを示すク

ラスごとに継続的関与を集約し）、報告日現在の以下の情報を開示することを

要求される。 

 認識を中止した金融資産に対する企業の継続的関与を示す、資産と負

債の帳簿価額および公正価値 

 継続的関与からの損失に対する最大エクスポージャー 

 認識を中止した金融資産を買戻すために要求される（または要求される

ことがある）割引前キャッシュ・フロー、および当該キャッシュ・フローの満

期分析 

 当該資産の譲渡日に認識された利得または損失 

 認識を中止した金融資産に対する企業の継続的関与から生じる、報告

期間に認識された収益または費用 

 定量的な開示を説明し、裏付ける定性的な情報 

本改訂は、認識の中止に該当する複数の譲渡が報告期間にわたって均等に

分布していない場合に、追加の開示を要求している。この場合、企業は、大き

な譲渡活動が行われた報告期間内の時期、および報告期間の当該時期の譲

渡活動により認識された金額（例えば、関連する利得または損失）と譲渡金額

の合計を開示することが要求される。 
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見解 

認識を中止した資産の開示要求の多くは、IFRS 第 7 号での新たな開示であ

る。現行の IFRS 第 7 号は、認識を中止した資産ではなく、認識中止の要件

を充足しない資産に焦点を当てている。IFRS 第 7 号の改訂は、財政状態計

算書にもはや認識されない資産に譲渡人がどの程度晒され続けるのかを説

明するよう譲渡人に要求することによって、この不均衡を改善するものであ

る。企業は、特に、継続的なエクスポージャーを留保する限り、追加の開示

が要求されるため、現行の情報システムが必要な情報を収集できるかどう

か検討する必要がある。 

報告期間における譲渡活動の分布に関連する開示、例えば、報告期間末付

近に譲渡活動が集中しているか否かについての開示は、「粉飾決算」の懸

念に対応するため、譲渡活動の時期についてより多くの洞察力のある情報

を提供することを意図している。 

 

スタート 

         いいえ 

    

はい     いいえ 

   はい 

 

 

 

       はい 

いいえ 

 

 

 

 

金 融 資 産 の 譲 渡 が あ っ た か

（IFRS 第 7 号 42A 項）。 

IFRS 第 7 号の改訂の対象外 

（IAS 第 39 号 16 項に準拠し）認識

中止テストが行われた資産は、

（所有のほとんど全てのリスクと経

済価値が移転したため、または所

有のほとんどすべてのリスクと経

済価値が移転、留保のいずれもな

されていないものの、譲渡人が譲

渡資産の支配を放棄したため）資

産全体の認識を中止したか。 

譲渡人は、IFRS 第 7 号 42C

項に定められたように譲渡資

産の継続的関与を留保してい

たか。 

全体の認識を中止しなかった譲渡

金融資産のクラスごとに、IFRS 第

7 号 42D 項の開示を報告日現在

で提供する。 

IFRS 第 7 号 42E 項の開示

を、継続的関与の種類ごとに

報告日現在で提供する。 
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設例 

IFRS 第 7 号の改訂は、IAS 第 39 号を適用する企業および IFRS 第 9 号「金

融商品」を早期適用する企業の双方に対する、定性的な開示を表示する可能

な方法を示した設例も含んでいる。 

発効日および経過措置 

今回の改訂は、2011 年 7 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。本改訂

の早期適用が認められている。本改訂の最初の適用日より前に開始する表示

期間については、開示は要求されない。 

見解 

暦年を報告期間とする企業は、2012 年 12 月 31 日にこれらの開示の作成

が最初に要求される。2011 年の比較情報は要求されない。 
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